
I P - P & L  F R A M E W O R K

IP-P&L

フレームワーク

完全ガイド

— A Complete Guide to the IP-P&L Framework

知財のコスト構造と価値構造を統合する、Aegis Nova IP

Consulting独自フレームワークの 理論的背景、実装方法、業界別パ

ターン、運用テンプレートを体系的にまとめた決定版ガイドです。

Aegis Nova IP Consulting

2 0 2 6年 5月  ·  v 1 . 0

W H I T E  P A P E R  ·  W P  0 1

A E G I S N O V A - I P . C O M



A E G I S  N O V A  I P  C O N S U L T I N G  ·  I P - P & L  F r a m e w o r k  C o m p l e t e  G u i d e

a e g i s n o v a - i p . c o m2

目次

T A B L E  O F  C O N T E N T S

第1部　理論編 — IP-P&Lとは何か

01. 問題提起：なぜ「知財の経営価値」は語られないのか

02. 既存の財務指標が知財を捉えられない構造的理由

03. IP-P&Lフレームワークの提案

04. ケーススタディ：3社の知財損益構造を読み解く

05. IP-P&Lの実装ステップ

06. 残された論点と限界

07. 結論：知財を経営の言葉へ翻訳する

第2部　実務編 — 適用と運用

01. 架空企業による完全構築例

02. 業界別のIP-P&L典型パターン集

03. 社内導入のチェックリスト

04. よくある実装上の論点と対処



A E G I S  N O V A  I P  C O N S U L T I N G  ·  I P - P & L  F r a m e w o r k  C o m p l e t e  G u i d e

a e g i s n o v a - i p . c o m3

05. よくある質問（FAQ）

06. 参考用語集



A E G I S  N O V A  I P  C O N S U L T I N G  ·  I P - P & L  F r a m e w o r k  C o m p l e t e  G u i d e

a e g i s n o v a - i p . c o m4

P A R T  0 1



A E G I S  N O V A  I P  C O N S U L T I N G  ·  I P - P & L  F r a m e w o r k  C o m p l e t e  G u i d e

a e g i s n o v a - i p . c o m5

理論編
— Theoretical Foundation



A E G I S  N O V A  I P  C O N S U L T I N G  ·  I P - P & L  F r a m e w o r k  C o m p l e t e  G u i d e

a e g i s n o v a - i p . c o m6

IP-P&Lとは何か：知財を、損益計算書の言語で語

るための枠組み

カテゴリ：IP-P&L（独自フレームワーク） 公開日：2026年5月 読了時間：約30分 著者：Aegis

Nova IP Consulting

本記事について

本記事は、Aegis Nova IP Consultingが提唱する独自フレームワーク「IP-P&L」の理論的背景、

構造、活用方法を体系的に解説するホワイトペーパーです。経営層、知財部門責任者、財務・経営企

画担当者を主な読者として想定しています。

本記事中で言及する公開企業の事例は、すべて当該企業が公表している有価証券報告書、年次報告

書、各国特許庁公開情報、報道資料等の公開情報のみに基づきます。学術的・教育的目的での公開

情報分析であり、特定企業の株式・債券その他金融商品の購入・保有・売却を推奨するものではあ

りません。記載内容は記事執筆時点での情報に基づき、その後の状況変化を反映していない可能性

があります。
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1. 問題提起：なぜ「知財の経営価値」は語られない

のか

1.1 「重要だが分かりにくい」という共通認識

日本企業の経営層に「知財は経営にとって重要ですか」と問えば、99%が「はい」と答えるであろ

う。しかし続けて「貴社の知財は、年間でいくらの経済価値を生んでいますか」と問うと、定量的

に答えられる経営者はきわめて少ない。

この乖離は偶然ではなく、構造的なものである。本記事の出発点は、ここにある。

経営会議の議題は、概ね以下のような構造を持つ。事業計画は売上・利益・市場シェアで語られ

る。財務報告はP&L、貸借対照表、キャッシュフロー計算書で構成される。設備投資はROI、IRR、

回収期間で議論される。人事戦略は人員計画、人件費、生産性で議論される。

ここに知財はどう登場するか。多くの企業では、「年間出願件数」「特許維持費」「主要係争の状況」

といった個別事項の報告として登場する。これらは事業計画や財務指標と直接接続されておらず、

独立した議題として扱われる。

その結果として、知財関連の意思決定は「個別の専門領域の判断」として処理され、経営戦略全体

の中に組み込まれない。出願するか否か、維持するか放棄するか、ライセンスを許諾するか否か

——これらの判断は、財務インパクトの観点から評価されないまま、知財部門の裁量で進められる

ことになる。

1.2 構造的乖離の3つの兆候

この乖離は、以下の3つの兆候として現れる。

兆候1：出願件数というKPIの一人歩き

多くの企業の知財部門は、「年間出願件数」「保有特許数」を主要KPIとして運用している。これは測

定が容易で、組織として管理しやすい指標である。しかし、出願件数の増加が事業価値の増加と必

ずしも一致しないことは、知財実務に携わる者なら誰もが感じている事実である。

問題は、「出願件数」の代替となる、事業価値ベースのKPIが社内に確立されていない点にある。代

替指標がない以上、測定可能な指標を使い続けるしかなく、結果として「特許の量」が「知財活動
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の質」と等価視される。

兆候2：維持費の累積的増大

特許の維持費は、出願時点では小さいが、登録後・各国年金支払いを通じて累積的に増加する構造

を持つ。グローバル企業では、知財関連の年間支出のうち維持費が占める割合は驚くほど高い。それ

にもかかわらず、「どの特許の維持費が、どの事業価値を防衛しているのか」を組織的に追跡してい

る企業は限定的である。

その結果として、保有特許の30〜40%が「念のため維持されている」状態になっていることが少な

くない。これらの特許は、本来であれば事業価値ベースで「放棄」と判断されてよいものだが、判

断基準の不在が、惰性的な維持を生む。

兆候3：M&A・係争時にのみ顕在化する価値議論

知財の経済価値が経営会議で真剣に議論される機会は、典型的にはM&A時のデューデリジェンス、

または特許侵害訴訟が発生した瞬間である。買収対象企業の特許ポートフォリオに数十億円のバリ

ュエーションが付されたり、係争で数百億円の損害賠償請求がなされたりする場面で、初めて「あ

あ、特許とはこれほどの経済価値を持つのか」という認識が経営層に発生する。

しかし、そのときには既に遅い。買収交渉のテーブルに着いてから自社の知財価値を把握しても、交

渉力には繋がらない。訴訟の被告席に座ってから自社の防衛体制を見直しても、訴訟は止められな

い。

知財の経済価値は、平時から定量的に把握されているべきである。それが、本記事の問題意識であ

る。

1.3 本記事の目的

本記事の目的は、上記の構造的乖離を埋めるための、新しい枠組みを提示することにある。

具体的には、以下の3点である。

第一に、既存の財務指標体系がなぜ知財を捉えられないのかを、構造的に分析する。

第二に、知財を「コスト構造」と「価値構造」の対比として捉え直す枠組み——IP-P&L

（Intellectual Property Profit and Loss、知財損益）——を提示する。

第三に、公開情報に基づく3社のケーススタディを通じて、IP-P&Lがどのように既存の財務指標で

は見えない経営上の論点を可視化するかを示す。
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本記事は、Aegis Nova IP Consultingが提唱する独自概念の体系的整理として位置づけられる。一

方で、本フレームワークは特定企業や業界に閉じたものではなく、知財を保有するあらゆる事業者

にとって普遍的な意義を持つことを意図している。
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2. 既存の財務指標が知財を捉えられない構造的理由

2.1 貸借対照表における知財の不可視性

会計基準において、知財（特に自己創出の特許や商標）は、原則として貸借対照表に資産計上され

ない。これは恣意的なルールではなく、会計の歴史的発展の中で確立された原則に基づく。

会計基準の基本思想は、「客観的に測定可能な過去の取引」を記録することにある。自社で開発した

特許の「価値」は、将来のキャッシュフロー予測に依存するため、客観性に欠ける。一方、M&Aで

取得した特許や、市場で購入した特許は、取得対価という客観的な数字があるため、「のれん」また

は「無形固定資産」として計上される。

この帰結として、企業の貸借対照表は、以下のような奇妙な状態を生む。

ある製薬企業が、自社で10年かけて開発した重要特許を持っているとする。この特許は研究開発費

として年々費用処理されてきており、貸借対照表には残っていない。一方、同社が他社から1億円で

買収した周辺特許は、無形固定資産として1億円計上される。経済価値としては前者が圧倒的に大き

いにもかかわらず、貸借対照表上では後者だけが「資産」として存在する。

この現象は、IFRSでも日本基準でも本質的に同じである。会計基準は意図的にこの非対称を許容し

ている。理由は、自己創出無形資産の評価における主観性を排除し、財務諸表の信頼性を担保する

ためである。

ここから導かれる重要な結論がある。それは、貸借対照表は、企業の知財価値を表現するためのツ

ールではないということだ。経営者が「貸借対照表上の無形固定資産」を見て自社の知財価値を判

断するのは、誤った道具を使った計測である。

2.2 損益計算書における知財の散逸

では、損益計算書はどうか。ここでも知財は、独立した項目として表れない。

知財関連の支出は、損益計算書上では以下のように散逸している。

研究開発費の中に、出願準備のための研究開発人件費・実験費・試作費が含まれる。販売費及び一

般管理費の中に、出願費用、特許維持費、知財部門の人件費、外部弁理士費用が含まれる。営業外

費用または特別損失の中に、特許係争関連費用、和解金、損害賠償金が含まれる。
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つまり、知財関連の総支出は、損益計算書を上から下まで横断的に拾わなければ集計できない。こ

れは経営層にとって、知財の総コストを直感的に把握することを困難にする。

価値側はさらに見えにくい。ライセンス収入は「営業外収益」または「売上高」の中に小さく含ま

れる。防衛価値（参入障壁による粗利防衛額）は、損益計算書のどこにも明示的に現れない。クロ

スライセンスによる仮想的な支払い回避額も、数字として記録されない。

つまり、損益計算書は、知財のコストの一部を断片的に記録するが、価値はほとんど記録しない構

造を持つ。この非対称性は、経営判断を歪める。コストだけが見え、価値が見えない領域は、「コス

ト削減の対象」として認識されやすくなるからである。

2.3 主要財務指標における知財の不可視性

ROA、ROE、ROIC、EBITDAといった主要財務指標も、知財を独立した要素として扱わない。

ROAは総資産利益率である。貸借対照表上の総資産が分母となる。前述のように、自己創出の知財

は分母に含まれていない。したがって、知財を多く保有する企業ほど、見かけのROAは高くなる(分

母が小さくなる)。これは「知財が利益を生んでいる」ことを示しているのではなく、「会計上の資産

が小さい」ことを示しているにすぎない。

ROICは投下資本利益率である。投下資本にも、自己創出の知財は含まれない。したがって、ROIC

もROAと同様の歪みを持つ。

EBITDAは利息・税金・減価償却・償却前利益である。自己創出の知財は減価償却の対象でないた

め、EBITDAは知財関連の支出（研究開発費、維持費等）を費用として控除した後の数字となる。一

方、防衛価値などの非貨幣的便益は反映されない。

これらの指標を使って事業を評価する経営者は、無意識のうちに「知財の貢献を過小評価する視点」

を採用していることになる。これは経営者の能力の問題ではなく、指標そのものの構造的限界であ

る。

2.4 会計基準の文脈と、その枠を超える必要性

ここまでの議論は、「会計基準が間違っている」と主張するものではない。会計基準は、財務諸表の

客観性・比較可能性を担保するために、数十年の議論を経て確立された制度である。自己創出無形

資産の主観的評価を排除する原則には、明確な合理性がある。

問題は、会計基準で表現できない情報を、経営判断にどう取り込むかである。
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近年、統合報告書、ESG開示、ISSB基準など、「会計基準では捉えきれない企業価値の側面」を開示

するための枠組みが急速に発展している。無形資産情報の開示は、その中の重要なテーマである。

これらの開示枠組みは、企業外部のステークホルダー（投資家、規制当局）に向けた情報提供を目

的とする。一方、本記事が論じる「IP-P&L」は、企業内部の経営意思決定のための枠組みである。

両者は補完的な関係にある。

統合報告書が「外への語り」だとすれば、IP-P&Lは「内での測り」である。経営層が日々の意思決

定で使う言語が必要であり、それは会計基準の制約を超えた、より柔軟な枠組みでなければならな

い。
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3. IP-P&Lフレームワークの提案

3.1 基本思想：知財を「ストック」ではなく「フロー」として捉える

IP-P&Lの出発点となる基本思想は、知財を「資産（ストック）」ではなく「流れ（フロー）」として捉

え直すことにある。

伝統的に、知財は「無形資産」と呼ばれる。この呼称自体が、貸借対照表的な発想——ある時点で

の価値の塊として把握する発想——を反映している。「特許ポートフォリオの総価値はXX億円」とい

う議論は、知財をストックとして捉えている。

IP-P&Lは異なる発想を取る。知財は、日々の経営活動の中で、以下のような「流れ」を生み出して

いる。

毎日、特許出願の決定が下され、出願費用が発生する。毎年、各国の維持年金が支払われ、コスト

が累積する。係争が発生すれば、対応費用が発生する。ライセンス契約があれば、定期的なロイヤ

リティ収入が発生する。競合の参入が阻止されることで、本来失われていたはずの粗利が防衛され

る。クロスライセンスによって、本来支払うはずだったライセンス料が回避される。

これらすべては、損益計算書的な構造を持つ「流れ」である。コストの流れと、価値の流れ。両者

の差分が、各期の「知財損益」となる。

このフロー的把握は、ストック的把握よりも経営判断に適している。理由は二つある。

第一に、フローは時間軸を持つ。「いつ、何が起きるか」を予測できる。これは事業計画と整合させ

やすい。

第二に、フローは意思決定変数と直接接続する。「どの特許を維持するか」という判断は、その特許

に紐づくコストフローと価値フローを変動させる。判断の影響が、フローの変化として直接見え

る。

3.2 IP-P&Lの3層構造

IP-P&Lは、3つの層から構成される。

第1層はコスト層（Cost Layer）である。知財に関連する金銭的・非金銭的コストを網羅する。

第2層は価値層（Value Layer）である。知財から生まれる金銭的・非金銭的価値を網羅する。
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第3層は正味貢献層（Net Contribution Layer）である。コスト層と価値層の差分として、知財の

真の経済貢献を算出する。

それぞれを詳細に見ていく。

3.3 コスト層の構成

コスト層は、以下の5つの要素から構成される。

要素1：出願費用

特許・商標の出願に関連する直接費用である。庁費用、代理人費用、翻訳費用、出願準備のための

社内人件費を含む。

会計上、これらは販管費または研究開発費として処理されるが、IP-P&Lでは「特許単位」「事業セ

グメント単位」で分解する。「どの事業のために、いくらの出願費用が発生したか」を可視化するこ

とが目的である。

要素2：維持費用

登録後の年金、各国維持手数料、ポートフォリオ管理システムの運用費を含む。

維持費用の集計は、企業によって精度が大きく異なる。多くの企業では、年金支払いは経理部門で

一括処理されており、特許単位での集計は別途行われていない。IP-P&Lの構築には、この集計プロ

セスの精緻化が前提となる。

要素3：係争費用

無効審判、訴訟、警告対応、和解金、損害賠償金などの係争関連支出。

これらは「いつ発生するか」が不確定な性格を持つ。IP-P&Lでは、過去5〜10年の係争実績から、

年間期待値を算出し、平準化する手法を取る。

要素4：知財部門人件費の配分

知財部門の人件費を、扱う案件・事業セグメントごとに配分する。

これは現場感覚に依存する作業になりがちだが、適切な精度で配分することが重要である。なぜな

ら、人件費は知財関連支出の中で大きな割合を占めるからである。

要素5：機会費用

特定の特許を放棄したことによる逸失価値、または出願しなかった発明の逸失機会など、「採用しな

かった選択肢」のコストである。
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機会費用は、会計上は決して計上されない。しかし経営判断においては、しばしば最も重要な要素

となる。IP-P&Lでは、機会費用をシナリオ分析として組み込む。確定値ではなく、複数のシナリオ

での試算値として記録する。

3.4 価値層の構成

価値層は、以下の5つの要素から構成される。

要素1：ライセンス収入

第三者へのライセンス許諾によって発生する直接的な収入。ロイヤリティ収入、一時金、マイルス

トーン支払いを含む。

これは会計上もライセンス収益として記録されており、相対的に把握しやすい。

要素2：防衛価値

保有特許が参入障壁として機能することで、競合の参入を遅らせ、または阻止することで防衛され

る粗利益。

防衛価値の算出は、IP-P&Lの中で最も技術的に困難な部分である。「もし当該特許がなかったら、

どの程度の競合参入が起き、どの程度の粗利が失われたか」を反実仮想（counter-factual）として

推定する必要がある。

実務的には、以下のアプローチが用いられる。第一に、過去の競合参入事例から、特許がない場合

の市場シェア低下幅を推定する。第二に、業界内の他のセグメント（特許カバレッジが薄いセグメ

ント）と比較し、特許による防衛効果を差分として算出する。第三に、ロイヤリティ免除法（Relief

from Royalty）の発想を応用し、「もし他社に同等のライセンスを許諾していたら、いくらの収入が

あったか」を仮想収入として計上する。

要素3：クロスライセンス交渉力（仮想ライセンス料）

クロスライセンス契約により、本来支払うはずだったロイヤリティを回避できる経済価値。

例えば、ある半導体メーカーが競合と包括的クロスライセンス契約を結んでいる場合、自社特許が

なかったら支払うはずだったライセンス料が回避される。この回避額が、自社特許の経済価値の一

部を構成する。

要素4：訴訟抑止効果

強い特許ポートフォリオを保有することで、他社からの訴訟を抑止する効果。「訴訟されなかった」

事実を経済価値として測定するため、難易度が高い。
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実務的には、業界平均の係争頻度と自社の係争頻度の差分を、抑止効果の指標として用いる。

要素5：売却・譲渡可能性（オプション価値）

将来の事業環境変化に応じて、特許を売却・譲渡・スピンオフできる選択肢としての価値。

これはリアルオプション理論の応用であり、ブラック・ショールズモデル等で定量化することが可能

である。ただし、計算の複雑さから、IP-P&Lの初期段階では「定性的な注記」として扱うことも多

い。

3.5 正味貢献層

コスト層と価値層の差分が、正味貢献層を構成する。

正味貢献層は、以下の粒度で集計される。

粒度1：個別IP単位

各特許、各商標について、年間の正味貢献額を算出する。これにより、「どの特許が稼ぎ、どの特許

がコストだけ生んでいるか」が可視化される。

粒度2：事業セグメント単位

事業セグメントごとに、知財関連の損益を集計する。これにより、「どの事業が知財で守られている

か」「どの事業が知財投資不足か」が可視化される。

粒度3：技術領域単位

技術領域（例えば「電池技術」「車載半導体」など）ごとに、知財関連の損益を集計する。これによ

り、技術ロードマップとの整合性を評価できる。

粒度4：時系列

過去5年、将来3年予測の時系列で正味貢献を追跡する。これにより、「知財投資のリターンが、何年

後に発現するか」というラグ構造を可視化できる。

3.6 IP-P&Lの正式な定義

以上を整理すると、IP-P&Lは以下のように定義できる。

IP-P&L（知財損益）とは、企業の知的財産活動から生まれるコスト構造と価値構造を、損益計算書

に類似する形式で統合し、個別IP・事業セグメント・技術領域・時系列の各粒度で経営判断に資する
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情報として可視化する分析枠組みである。

この定義の重要な点は、「損益計算書に類似する形式」という部分にある。経営層がすでに馴染んで

いる損益計算書の構造と類比可能であることで、知財を経営の意思決定言語に翻訳する役割を果た

す。
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4. ケーススタディ：3社の知財損益構造を読み解く

ここからは、公開情報のみを用いて、3つのグローバル企業の知財損益構造を分析する。各社は異な

る業界・異なる戦略を持ち、IP-P&Lの観点から見ると、それぞれが特徴的な構造を示している。

重要な注記：以下の分析はすべて、各社が公表している有価証券報告書、年次報告書、特許庁公開

情報、報道資料等の公開情報のみに基づく。各社の経営判断や戦略意図を断定的に述べるものでは

なく、外部から観察される構造を分析的に整理する目的で記述している。また、本分析は学術的・

教育的目的での公開情報分析であり、特定企業の株式・債券その他金融商品の購入・保有・売却を

推奨するものではない。

4.1 ケーススタディ1：ASML——極限集中型の知財損益構造

オランダのASMLは、半導体露光装置（リソグラフィ装置）の世界市場で圧倒的なシェアを持つ。と

りわけ最先端のEUV（極端紫外線）露光装置については、商業的に製造できる唯一の企業として知

られる。

コスト層の特徴

ASMLの公開情報によれば、同社の研究開発費は2023年に約39.8億ユーロ（約5,500億円相当）、

2024年には約4,657百万ドル（約46.57億ドル）規模に達している。これは同社の年間売上の十数パ

ーセントに相当する大規模な投資である。

このR&D投資の相当部分が、特許創出に直結する。ASMLは欧州、米国、日本、中国、韓国、台湾

など主要国・地域で大規模な特許ポートフォリオを保有する。EUV関連、DUV関連、ステージング

技術、計測技術など、リソグラフィの全工程をカバーする特許網が構築されている。

維持費用も巨大である。数千件規模の登録特許を、主要国で維持し続けるコストは、年間数十億円

規模になると推定される。係争費用も少なくない。Nikon等との過去の係争、サプライヤー・顧客

との特許係争、地政学的緊張下での技術輸出規制対応など、係争関連の支出は継続的に発生してき

た。

価値層の特徴

ASMLの知財価値は、ライセンス収入よりも防衛価値に圧倒的に偏重している。



A E G I S  N O V A  I P  C O N S U L T I N G  ·  I P - P & L  F r a m e w o r k  C o m p l e t e  G u i d e

a e g i s n o v a - i p . c o m19

ライセンス事業自体は、ASMLの主要事業ではない。同社は装置を販売し、その装置に組み込まれ

た技術を特許で守る形態である。したがって、特許の経済価値の大部分は、「競合の参入を阻止する

ことで防衛される売上・粗利」として現れる。

EUV装置は1台あたり数百億円規模の販売価格を持つ。ASMLが商業生産可能な唯一の供給者である

状況下では、競合参入の遅延がもたらす経済価値は、文字通り桁違いの大きさを持つ。仮に1年早く

競合が市場に参入していれば、ASMLの売上・粗利のうち、特許による防衛効果として想定される

額は莫大なものとなる。

正味貢献層から見える構造

ASMLの構造は、IP-P&Lの観点から「極限集中型」と呼べる。

特徴は以下のとおりである。第一に、コスト層と価値層の両方が極端に大きい。年間数千億円規模

のR&D投資と、それを上回る規模の防衛価値が併存する。第二に、価値の発現が時間的に遅延して

いる。今日のR&D投資は、5〜10年後の特許による防衛価値として発現する。第三に、価値が特定

領域に極端に集中している。EUV技術領域の知財価値が、ポートフォリオ全体の価値の大部分を占

める可能性が高い。

この構造から、いくつかの戦略的含意が導かれる。

まず、ASMLにとってのIP-P&L管理の中心課題は、「コスト効率の最適化」ではなく、「価値発現の

確実性確保」である。年間数十億円のコストカットよりも、コア技術領域での特許網の隙間をなく

すことに投資する方が、合理的である。

次に、地政学的リスクが、IP-P&L上では「価値層の不確実性」として現れる。技術輸出規制によっ

て特定市場での販売が制限される場合、その市場における防衛価値が一気に消失する。このリスク

は伝統的な財務指標では捉えにくいが、IP-P&Lの枠組みでは明示的に評価可能になる。

最後に、ASMLのIP-P&L構造は、サプライヤー・顧客との交渉力の源泉でもある。「我々は世界唯

一の供給者である」という事実は、ライセンス交渉、共同開発契約、価格交渉のあらゆる場面で、

強力な交渉カードとなる。

4.2 ケーススタディ2：トヨタ自動車——分散防衛型の知財損益構造

トヨタ自動車は、自動車業界における世界最大級の特許保有企業である。米国特許商標庁

（USPTO）の集計によれば、トヨタは2024年に米国で2,428件の特許を取得し、自動車業界として

11年連続トップの地位を維持している。

コスト層の特徴
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トヨタのコスト層は、ASMLとは対照的に、広範に分散している。

R&D投資自体も巨額である。同社のR&D費は、毎年トヨタの主要なグローバル指標として注目され

ている。出願件数は、米国だけで年2,000件超、世界では数千件規模に達する。出願先国も、北米、

欧州、中国、ASEAN、新興国まで広範にカバーされている。

維持費用は、件数の多さに比例して大きい。一件あたりの維持費は出願先国数に依存するが、グロ

ーバル展開を前提とする自動車技術では、主要市場すべてでの維持が標準となる。

係争費用は、件数として多くないが、発生時の規模は大きい。自動車業界での特許係争は、和解金

や損害賠償が数十億〜数百億円規模になることがある。

価値層の特徴

トヨタの価値層は、以下の3つの要素が併存する点に特徴がある。

第一に、ライセンス収入の存在。トヨタは過去、ハイブリッド技術や燃料電池技術について、特許の

無償開放を含む積極的なライセンス戦略を取ってきた。これは直接の収入よりも、業界エコシステ

ム形成のための戦略的価値を狙ったものと推察される。

第二に、防衛価値の広範な分散。自動車製造は技術領域が極めて広い。エンジン、トランスミッシ

ョン、車体構造、安全装置、ADAS、電動化、コネクティビティ、製造プロセス。各領域で参入障壁

を構築することで、自動車という総合製品としての競争優位を維持している。

第三に、クロスライセンス交渉力。自動車業界では、メーカー間で包括的クロスライセンス契約が

一般的である。トヨタの大規模ポートフォリオは、これらの交渉において強力な相互供与材料とし

て機能する。

正味貢献層から見える構造

トヨタの構造は「分散防衛型」と呼べる。

特徴は以下のとおりである。第一に、コスト層も価値層も広範に分散している。特定の単一特許に

経済価値が集中するのではなく、ポートフォリオ全体の総和として価値が成立する。第二に、価値

の質的多様性が大きい。直接的なライセンス収入、防衛価値、クロスライセンス交渉力、戦略的開

放によるエコシステム効果。第三に、地理的分散が大きい。グローバルでの自動車販売を前提とする

ため、各国市場での知財価値が並列的に存在する。

戦略的含意は以下のとおりである。

まず、トヨタにとってのIP-P&L管理は、「ポートフォリオ全体の最適化」が中心課題となる。個別特

許のミクロな価値評価よりも、技術領域別・地理別の配分バランスを最適化することが、より大き

な経済価値を生む。
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次に、戦略的開放の経済価値の評価が、独特の論点となる。ハイブリッド技術の無償開放のような戦

略は、伝統的な財務指標では「機会損失」としてマイナスに見える。しかし、業界エコシステム形

成、規制標準化への影響力、ブランド価値への寄与など、間接的な経済価値を考慮すれば、別の評

価が可能になる。IP-P&Lは、この間接価値をシナリオ分析として組み込むことができる。

最後に、電動化・自動運転という業界の大転換期において、過去のポートフォリオの価値構造が変

化しつつある。内燃機関関連の特許価値は逓減しており、電池・電動パワートレイン・自動運転関

連の特許価値が逓増している。この構造変化を、IP-P&Lの時系列粒度で追跡することで、ポートフ

ォリオ転換の進捗を経営層に可視化できる。

4.3 ケーススタディ3：Apple——ブランド・デザイン統合型の知財損益構

造

Apple Inc.は、ASMLやトヨタとは異なる特異な知財損益構造を持つ。

コスト層の特徴

Appleの公開R&D費は、近年大きく伸長してきた。同社は10-Kにおいて、R&D投資の規模と方向性

を一定程度開示している。特許の出願件数も多いが、興味深いのは、特許の比重と並んで意匠およ

び商標の重要性が極めて高いことである。

意匠出願については、Appleは長年にわたり、製品の外観デザイン、ユーザーインターフェース、ア

イコン形状、パッケージング、店舗デザインに至るまで、広範な意匠出願を行ってきた。

商標についても、製品名、機能名、サービス名のあらゆるレベルで、強力な保護を構築している。

「iPhone」「iPad」「AirPods」「FaceID」「TouchID」といった命名は、それ自体が大きな経済価

値を持つブランド資産である。

価値層の特徴

Appleの価値層は、3社の中で最もブランド・デザインに偏った構造を持つ。

第一に、ブランド価値の防衛機能。Apple製品が高い価格プレミアムを維持できる背景には、商標に

よる絶対的なブランド保護がある。模倣品・類似品の排除、並行輸入対応、流通チャネル管理。こ

れらすべてが、商標権を基盤として実行される。

第二に、意匠による外観差別化。Apple製品の特徴的な外観——iPhoneの形状、Apple Watchの形

状、MacBookの形状——は、意匠権で保護される。これにより、競合他社が「Appleそっくり」の

製品を市場投入することが法的に困難になる。
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第三に、ユーザー体験の独占化。タッチスクリーン操作、ジェスチャー、UI要素の特許化により、

Apple独自のユーザー体験を競合が容易に模倣できない構造を作っている。

正味貢献層から見える構造

Appleの構造は「ブランド・デザイン統合型」と呼べる。

特徴は以下のとおりである。第一に、特許単独ではなく、特許・意匠・商標の三位一体で価値を構

成する。これは伝統的な「特許価値分析」の枠組みでは捉えきれない構造である。第二に、ブラン

ドという「無形資産の中核」が、他のすべての知財を包含する形で価値を生む。第三に、価値の発

現が非常に直接的である。新製品ローンチ時に、保護された外観・ブランド・機能が一斉に価値を

発揮する。

戦略的含意は以下のとおりである。

まず、Appleの事例は、「IP-P&L」の対象を特許に限定すべきでないことを示している。本記事のフ

レームワークは特許を中心に説明してきたが、Appleの構造を見れば、意匠・商標・著作権・営業

秘密まで含めた統合的な分析が必要である。これは多くの企業でも同様であり、特に消費財・サー

ビス業では商標・意匠の重要性が高い。

次に、ブランド・デザイン領域の価値評価は、特許の価値評価とは異なる方法論を要する。具体的

には、ブランド価値評価の専門手法（Interbrand法、コストアプローチ、収益還元法）を、IP-P&L

の価値層に組み込む必要がある。

最後に、Appleの事例は、知財戦略と事業戦略の統合の極致を示している。製品開発の初期段階か

ら、出願戦略、ブランド戦略、デザイン戦略が同期しており、製品ローンチ時には統合されたパッ

ケージとして市場に投入される。このレベルの統合は、知財部門と事業部門の組織的境界を超えた

運用を前提とする。

4.4 3社の比較から見える3つの示唆

3社のケーススタディから、以下の3つの示唆が導かれる。

示唆1：IP-P&Lの構造は、業界・戦略によって大きく異なる

ASMLの極限集中型、トヨタの分散防衛型、Appleのブランド・デザイン統合型。これらは「同じ

IP-P&Lという枠組み」で記述できるが、各層の構成要素のウェイトが大きく異なる。

このことは、IP-P&Lのテンプレートを業界横断で標準化することが容易ではないことを意味する。

実装時には、各企業の事業特性に応じたカスタマイズが不可欠である。

示唆2：価値層の評価が、最も技術的に困難な部分である
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3社いずれにおいても、コスト層の集計は相対的に容易である。困難なのは価値層、特に防衛価値・

クロスライセンス交渉力・訴訟抑止効果といった、貨幣単位で直接観測されない価値の定量化であ

る。

IP-P&Lの実装の質は、価値層の評価精度によって規定される。ここに最も時間と専門性を投入する

ことが、経営判断に資するアウトプットを生む鍵となる。

示唆3：知財戦略は事業戦略の関数である

3社の知財損益構造は、各社の事業戦略を忠実に反映している。技術独占を狙う事業戦略には極限集

中型のIP-P&Lが、グローバル分散・標準化を狙う事業戦略には分散防衛型のIP-P&Lが、ブランド

プレミアム戦略にはブランド・デザイン統合型のIP-P&Lが対応している。

このことは、IP-P&Lの構築・運用を、知財部門の閉じた業務として位置づけることの限界を示して

いる。経営戦略・事業戦略との同期が不可欠であり、その同期の場として、IP-P&Lは機能する。
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5. IP-P&Lの実装ステップ

ここまではIP-P&Lの概念と適用例を見てきた。本章では、企業がIP-P&Lを実装する際の標準的な

ステップを示す。

5.1 ステップ1：スコーピングと設計

IP-P&Lは、汎用テンプレートではなく、各企業に固有の構造として設計される必要がある。最初の

ステップは、自社の事業特性とIP戦略に応じた「IP-P&L設計仕様」を確定することである。

このフェーズで決定すべき主要事項は以下である。

第一に、対象とする知財の範囲。特許のみか、意匠・商標・著作権・営業秘密まで含むか。多くの

企業では、特許から開始し、段階的に他の知財類型に拡張する漸進的アプローチが現実的である。

第二に、集計の粒度。個別IP単位まで遡るか、技術領域単位までで止めるか。粒度を細かくすると

分析の精度は上がるが、データ整備の負荷は加速度的に増加する。

第三に、価値層の構成要素。ライセンス収入、防衛価値、クロスライセンス交渉力、訴訟抑止効

果、オプション価値のうち、どれを定量化するか。自社の事業特性に照らして、経済的に重要な要

素のみを選択することが現実的である。

第四に、更新頻度。年次更新か、四半期更新か、月次更新か。経営会議のサイクルと整合させる必

要がある。

このスコーピングの段階で、経営層・財務部門・知財部門・事業部門の合意を得ることが、後工程

の円滑な進行に不可欠である。

5.2 ステップ2：データ統合

IP-P&Lの構築には、以下のような複数のデータソースを統合する必要がある。

知財部門からは、保有IPの全リスト、出願・登録・維持の履歴、係争実績、ライセンス契約情報。

財務部門からは、知財関連支出の損益計算書上での分類、過去の係争関連費用、ライセンス収入の

詳細。

事業部門からは、事業セグメント別の売上・粗利構造、製品ロードマップ、競合分析データ。
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外部データソースからは、業界の特許出願トレンド、競合他社の公開特許情報、ライセンス契約の市

場ベンチマーク、業界平均の知財関連コスト指標。

これらを統合する際の技術的課題は、データ粒度の不一致である。知財部門のデータは「特許単

位」、財務部門のデータは「勘定科目単位」、事業部門のデータは「製品・事業単位」と、それぞれ

異なる粒度で整理されている。これらをIP-P&Lの分析粒度に揃えるためのマッピング作業が、実装

フェーズの大半を占める。

5.3 ステップ3：価値層の評価モデル構築

IP-P&Lの最大の技術的挑戦は、価値層の評価モデル構築である。コスト層が「実績支出の集計」で

完結するのに対し、価値層は反実仮想を含む推定を要する。

各価値要素の標準的な評価手法は以下のとおりである。

ライセンス収入は、実績ベース。

防衛価値は、業界ベンチマーク法（特許の有無による業界内市場シェア差から推定）、または収益還

元法（特許により防衛される売上・粗利のNPV）。

クロスライセンス交渉力は、仮想ロイヤリティ法（仮に自社特許がなかった場合に他社に支払うべ

きロイヤリティの推定）。

訴訟抑止効果は、頻度ベース法（業界平均訴訟頻度と自社実績の差分を金額換算）。

オプション価値は、リアルオプション法（ブラック・ショールズモデル等を応用した売却・譲渡可能

性の評価）。

これらの評価モデルは、それぞれ複数の前提条件を含む。前提条件は感応度分析の対象とし、「前提

条件がX%変動した場合、IP-P&L上のYY価値がZZ%変動する」という構造を明示する。これによ

り、経営層は単一の数字ではなく、変動幅を持った情報として価値を理解できる。

5.4 ステップ4：ダッシュボード化と運用設計

IP-P&Lは静的レポートではなく、継続更新されるダッシュボードとして実装されることが望まし

い。

ダッシュボードに含まれるべき主要ビューは以下のとおりである。

第一に、損益サマリービュー。全社・事業セグメント別の知財損益を、損益計算書類似のフォーマッ

トで表示する。
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第二に、資産マップビュー。保有IPを、コスト軸×価値軸の二次元マトリクスに配置する。象限別

に、「コアIP」「強化候補」「縮小候補」「放棄候補」を可視化する。

第三に、時系列ビュー。過去5年の実績と、将来3年の予測を、ウォーターフォール形式で表示する。

第四に、ベンチマークビュー。業界平均、上位四分位、特定競合他社との比較を、レーダーチャー

ト等で表示する。

第五に、シナリオビュー。「特定事業からの撤退」「特定領域への重点投資」「主要競合とのクロスラ

イセンス締結」などのシナリオ下でのIP-P&L変動をシミュレーションする。

運用設計の観点では、四半期ごとのデータ更新と、半期ごとの経営会議への報告がフォーマットの推

奨である。年次更新では経営判断の機動性に欠け、月次更新では分析の質を犠牲にする可能性があ

る。

5.5 ステップ5：組織への定着

IP-P&Lの最大の失敗パターンは、「構築されたが使われない」というものである。これを避けるた

め、以下の組織的取り組みが必要である。

第一に、経営会議の議題として定例化する。半期に一度、IP-P&Lレビューを取締役会または経営会

議の正式議題として組み込む。

第二に、事業計画策定プロセスに統合する。中期経営計画、年度事業計画の策定時に、IP-P&Lの観

点からのインプットを必須項目とする。

第三に、知財部門のKPIを再設計する。「年間出願件数」中心のKPIから、IP-P&L指標（正味貢献

額、コスト効率、防衛価値の維持率等）を含むKPIへ移行する。

第四に、財務部門との連携体制を構築する。IP-P&Lの数値が、財務報告・IR資料・統合報告書の作

成にもインプットされる連携を作る。

これらの組織的定着には、典型的には1〜2年の時間を要する。短期的な成果を期待するのではな

く、中長期の経営インフラとして位置づけることが重要である。
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6. 残された論点と限界

IP-P&Lは強力なフレームワークだが、限界と未解決の論点も存在する。本章では、これらを率直に

整理する。

6.1 価値層の推定における主観性

価値層の評価は、前述のとおり反実仮想を含む。これは原理的に主観性を伴う。

例えば「もし当該特許がなかったら、競合A社が3年早く参入していた」という推定は、過去の業界

トレンドや競合分析に基づくが、究極的には判断者の見識に依存する。

この主観性に対する対処は、以下である。第一に、前提条件の明示。判断の根拠となる前提を文書

化し、検証可能にする。第二に、複数シナリオでの試算。単一の点推定ではなく、楽観・中位・悲

観の3シナリオを併記する。第三に、独立した第三者レビュー。社内の財務・事業部門、または外部

のアドバイザーによるクロスチェック。

これらの工夫により主観性を低減できるが、完全に排除することはできない。これはIP-P&Lの本質

的限界として認識すべきである。

6.2 短期業績指標との接続の困難さ

IP-P&Lの価値層は、しばしば長期的な視点を要する。EUV技術への投資は10年後の防衛価値として

発現し、ハイブリッド技術の戦略的開放は10〜20年後のエコシステム効果として発現する。

一方、経営層は四半期業績、年度業績による評価サイクルの中で意思決定を行う。長期の知財投資

が、短期の業績指標とどう接続するかが、IP-P&L運用の難所となる。

この接続を改善するアプローチは、第一に、知財投資のステージゲート化である。「研究→出願→登

録→活用」の各ステージで、達成すべきマイルストーンと、それに紐づく価値発現を明示する。第

二に、IR・統合報告書での開示拡充である。長期投資の意義を外部ステークホルダーに説明するこ

とで、短期業績圧力を緩和する。

しかし、これらの取り組みも、本質的な解決にはならない。経営層が長期視点を持つ組織文化その

ものを醸成する以外に、根本的な対処はない。
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6.3 国際展開における複雑性

グローバル企業のIP-P&Lは、地理的次元の追加によって複雑性が増す。

主要市場（米国、欧州、中国、日本、韓国、台湾、ASEAN）それぞれで、特許制度、係争実務、ラ

イセンス慣行が異なる。同一特許でも、地域によって経済価値が大きく異なる場合がある。

この複雑性への対処は、地理的次元を分析軸として明示的に組み込むことである。「事業セグメント

× 技術領域 × 地理」の三次元マトリクスで価値を集計する。これにより、地理別の戦略意思決定

（どの市場で出願を強化するか、どの市場で撤退するか）が可能になる。

ただし、データ統合の負荷は地理的次元の追加で大幅に増加する。実装時には、最重要市場（典型

的には自社の売上の80%を占める主要数カ国）から開始し、段階的に拡張するアプローチが現実的

である。

6.4 AI・生成AI時代における特許制度の変化

近年、AI・生成AIに関する知財制度は、急速な変化のさなかにある。AIによる発明の特許適格性、

AIが生成したコンテンツの著作権、学習データの権利処理、生成物による既存IPの侵害——これら

の論点は、各国で議論が継続中であり、確立した解釈が存在しない。

この不確実性は、IP-P&Lの将来予測において、無視できない誤差要因となる。「現在の特許制度が

今後5〜10年継続する」という暗黙の前提が、揺らぎつつあるからである。

対処として、IP-P&Lのシナリオ分析に、「制度変化シナリオ」を組み込むことが推奨される。「AI生

成物の特許適格性が認められないシナリオ」「学習データの権利処理が厳格化されるシナリオ」な

ど、複数の制度変化パターン下でのIP-P&L変動を試算する。

これは、伝統的な財務予測には含まれない次元だが、現在の事業環境では必須となりつつある論点

である。

6.5 中小企業への適用可能性

本記事の議論は、主としてグローバル大企業の文脈で展開してきた。中小企業、特にスタートアップ

におけるIP-P&Lの適用可能性は、別途の議論を要する。

中小企業では、特許ポートフォリオの規模が限定的であり、コスト層の集計は比較的容易である。

一方、価値層の評価は、事業の不確実性が大きいことから、グローバル大企業以上に困難である。
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中小企業向けのIP-P&Lの簡易版として、以下のような実装が考えられる。第一に、価値層を「将来

オプション価値」中心に整理する。スタートアップの特許は、現時点での収益貢献よりも、将来の収

益化可能性として価値を持つ。第二に、IPO・M&A時点での価値発現を主要シナリオに設定する。

中小企業の経営判断は、これらのエグジット時点を視野に入れた中期計画として構築される。第三

に、定量化を犠牲にして、定性的な分析の比重を高める。完全な数字より、構造の把握が重要とな

る。

中小企業向けのIP-P&L簡易版については、本記事の続編として別途公開を予定している。
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7. 結論：知財を経営の言葉へ翻訳する

本記事は、Aegis Nova IP Consultingが提唱する独自フレームワーク「IP-P&L」について、その

理論的背景、構造、3社のケーススタディ、実装ステップ、限界までを体系的に整理した。

最後に、IP-P&Lの本質を、3つの命題として再整理する。

命題1：知財は、ストックではなくフローである

知財の経済的実態は、貸借対照表上の「無形固定資産」という静的な表現では捉えきれない。日々

の経営活動の中で、コストを生み、価値を生み、機会損失を生み出している動的な「流れ」として

把握すべきである。

この発想転換が、IP-P&Lの第一の出発点である。

命題2：会計基準の制約を超えた、内部経営判断の枠組みが必要である

会計基準は、財務諸表の客観性・比較可能性のために、自己創出無形資産を貸借対照表から排除す

る。この原則自体は合理的だが、結果として経営者の視野から知財が消える副作用を生んでいる。

会計基準の枠を超えた、内部の経営意思決定のための言語が必要である。IP-P&Lは、その言語を提

供する。

命題3：知財を経営の言葉へ翻訳することは、誰かの仕事である

知財の専門用語（特許適格性、進歩性、サポート要件、補正)を、経営の意思決定言語（売上、粗

利、ROI、機会費用）に翻訳する作業は、誰かが担う必要がある。

伝統的に、この翻訳は経営層自身、または知財部門長が個別に行ってきた。しかし、現代の知財ポ

ートフォリオの規模と複雑性は、個人の頭の中での翻訳作業の限界を超えている。組織的・継続的

な翻訳の仕組みが必要であり、IP-P&Lは、その仕組みのコア・コンポーネントを提供する。
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知財を、経営の言葉へ翻訳する

Aegis Nova IP Consultingのミッションは、「知財を、経営の言葉へ翻訳する」ことである。IP-

P&Lは、このミッションを実現するための中核的なフレームワークである。

本記事は、IP-P&Lの理論編として位置づけられる。実装編・運用編については、別途の記事および

当社のサービスを通じて提供していく。

知財を、経営会議の正式な議題として扱う日が、すべての企業に訪れることを願って——本記事を

結ぶ。
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主要参考文献

以下は、IP-P&Lフレームワークの構築にあたって参照した、主要な公開資料・学術文献のリストで

ある。本記事の議論は、これらの文献の単純な要約ではなく、Aegis Nova IP Consulting独自の整

理として提示されている。

知財価値評価の方法論

経済産業省・特許庁「知的財産の価値評価を踏まえた特許等の活用の在り方に関する調査研究報

告書」

AICPA, "Statement on Standards for Valuation Services No. 1"

IVSC, "International Valuation Standards"

Smith, G.V. & Parr, R.L., "Valuation of Intellectual Property and Intangible Assets"

無形資産と企業価値

Lev, B. & Gu, F., "The End of Accounting and the Path Forward for Investors and

Managers"

Haskel, J. & Westlake, S., "Capitalism without Capital: The Rise of the Intangible

Economy"

Ocean Tomo, "Intangible Asset Market Value Study" (各年版)

会計基準

IFRS Foundation, "IAS 38: Intangible Assets"

企業会計基準委員会（ASBJ）「無形固定資産の取扱いに関する論点の整理」

ISSB, "IFRS S1: General Requirements for Disclosure of Sustainability-related Financial

Information"

公開企業情報

ASML Holding N.V., Annual Report
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Toyota Motor Corporation, Annual Report / 有価証券報告書

Apple Inc., Form 10-K

U.S. Patent and Trademark Office, Annual Patent Statistics

Intellectual Property Owners Association, "Top 300 Patent Owners"

知財戦略・経営

Reitzig, M., "Strategic Management of Intellectual Property"

Wagner, S., "Managing Intellectual Property in Strategic Alliances"

渋谷高弘『知財戦略の教科書』

鮫島正洋『新・特許戦略ハンドブック』

本記事は、Aegis Nova IP Consultingが公開するInsightsシリーズの第一弾である。

続編記事の予定： - 「3つの評価アプローチ（収益・市場・コスト）の使い分け」 - 「中期経営計画

に知財戦略を統合する4つのステップ」 - 「中小企業向けIP-P&L簡易版の実装」 - 「公開情報から

の知財分析ガイド：技法と実例」

著者：Aegis Nova IP Consulting 公開日：2026年5月 ライセンス：本記事の著作権はAegis Nova

IP Consultingに帰属します。引用は出典明示のうえ自由に行えますが、無断転載・複製を禁じま

す。

知財を、経営の言葉へ翻訳する。
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実務編
— Practical Application
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ホワイトペーパー追加コンテンツ：IP-P&L実装の実

務テンプレート

本セクションは、Insights記事「IP-P&Lとは何か」を補完し、実務で活用できるテンプレートとパ

ターン集を提供します。

第8章：架空企業による完全構築例

本章では、架空の製造業企業「Modus精密工業」を題材に、IP-P&Lの完全構築例を示します。

8.1 Modus精密工業のプロファイル

Modus精密工業は、以下の特徴を持つ仮想企業として設定します。

売上規模：年間800億円（連結）

主要事業：精密機械セグメント（売上比率60%）、計測機器セグメント（30%）、新規事業

（10%）

従業員数：3,500人（連結）、うちR&D 350人

保有特許：日本国内1,200件、海外500件

年間R&D投資：60億円（売上の7.5%）

8.2 コスト層の完全集計

Modus精密工業のIP-P&Lコスト層を、5つの構成要素別に集計します。

要素1：出願関連費用

年間新規出願件数：日本国内150件、海外100件（PCT国際出願経由で主要5カ国移行） 出願関連費

用合計： - 日本国内出願：1件あたり40万円 × 150件 = 6,000万円 - PCT出願＋移行：1件あたり250

万円 × 100件 = 2億5,000万円 - 出願関連社内人件費（知財部門配分）：5,000万円 - 合計：約3億

6,000万円

要素2：維持関連費用
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維持対象特許：日本国内1,200件、海外500件 - 日本特許年金（平均年齢7年、平均年金額25万

円）：1,200件 × 25万円 = 3億円 - 海外特許年金（平均年齢7年、平均年金額50万円）：500件 ×

50万円 = 2億5,000万円 - ポートフォリオ管理システム運用費：1,500万円 - 合計：約5億6,500万円

要素3：係争関連費用

過去5年の年平均値として算出： - 警告対応・無効審判対応：年間平均2,000万円 - 訴訟費用（係争1

件あたり1〜3年分散発生）：年間平均8,000万円 - 和解金・損害賠償（変動大）：年間期待値3,000

万円 - 合計：約1億3,000万円

要素4：知財部門人件費（直接）

知財部門人員：15名（部門長1、課長3、担当者11） 平均完全人件費（福利厚生・間接費込）：

1,000万円/人 合計：1億5,000万円

要素5：研究開発費の中の「特許化に直結する研究」配分

R&D総額60億円のうち、特許化に直結する研究を保守的に30%と推定： 60億円 × 30% = 18億円

ただし、これは「研究開発費」として既に他のレポートに計上されているため、IP-P&Lでは「参考

値」として 別途記載します。直接の「特許関連支出」には含めません。

コスト層合計（参考値除く）： 3.6 + 5.65 + 1.3 + 1.5 = 約12億円 売上に対する比率：約1.5%

8.3 価値層の完全集計

Modus精密工業のIP-P&L価値層を、5つの構成要素別に集計します。

要素1：ライセンス収入（実績ベース）

計測機器セグメントの周辺技術ライセンス：年間2億円

過去事業の残存特許群からのライセンス：年間5,000万円

合計：約2億5,000万円

要素2：防衛価値（推定）

精密機械セグメントの主要製品ラインに対する参入障壁効果を、業界ベンチマーク法で試算： - 業

界類似領域における特許カバレッジ薄い競合の市場シェア低下幅：年平均2% - これに相当する自社

売上防衛効果：480億円 × 2% = 約10億円 - 粗利率35%として、粗利防衛額：10億円 × 35% = 3億

5,000万円

計測機器セグメントについても同様の試算： - 240億円 × 1.5% × 40%粗利率 = 1億4,400万円

防衛価値合計：約5億円（保守的推定）
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要素3：クロスライセンス交渉力（仮想ライセンス料回避額）

主要競合との包括クロスライセンス契約による、本来支払うべきライセンス料の回避： - 業界平均

ロイヤルティレート3%、対象売上のうち他社特許関連分の推定：年間100億円 - 回避ライセンス

料：100億円 × 3% = 3億円

要素4：訴訟抑止効果（推定）

業界平均の係争頻度（被告となる確率）：年間0.5件 自社の被告件数（過去5年平均）：年間0.2件

差分：0.3件 × 平均訴訟費用1.5億円 = 4,500万円/年

要素5：売却・譲渡可能性（オプション価値）

過去5年で実際に実施した特許売却・譲渡：累計1億2,000万円（年平均2,400万円） 将来の事業転換

時の譲渡オプション価値：定性的に「相当規模あり」と記載

価値層合計： 2.5 + 5.0 + 3.0 + 0.45 + 0.24 = 約11億2,000万円

加えて、オプション価値の定性的評価を注記します。

8.4 正味貢献の算出

コスト層合計：約12億円 価値層合計：約11億2,000万円

純額：約▲8,000万円（赤字）

ただし、これは特定の単年度の推定値です。複数年での推定では、価値層の防衛価値の方が、コス

ト層の上昇よりも 速く成長するパターンが多く、累積では黒字化します。

また、本算定では「研究開発費の中の特許化直結部分」をコスト層から除外していますが、これを

含めれば赤字幅は 拡大します。逆に、価値層のオプション価値や、長期的なブランド価値貢献を含

めれば、黒字幅は拡大します。

このように、IP-P&L正味貢献は、算定範囲の取り方によって結果が大きく変動します。重要なの

は、継続的に同じ 範囲で算定し、時系列変化を追うことです。単年度の絶対値より、年次変化のト

レンドが経営判断の材料になります。

8.5 事業セグメント別の分解

Modus精密工業のIP-P&Lを、事業セグメント別に分解すると、以下の構造が見えます。

精密機械セグメント： - コスト：年間8億円 - 価値：年間7億5,000万円 - 正味貢献：▲5,000万円

（実質的に均衡）
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計測機器セグメント： - コスト：年間3億円 - 価値：年間3億2,000万円 - 正味貢献：+2,000万円（小

幅黒字）

新規事業セグメント： - コスト：年間1億円 - 価値：年間5,000万円 - 正味貢献：▲5,000万円（投資

先行段階）

この分解から、いくつかの戦略的示唆が得られます。

第一に、計測機器セグメントの知財投資効率が最も高い。事業規模に対して、価値創出効率が高

い。これは 当該セグメントの知財投資を維持・強化する根拠となります。

第二に、新規事業セグメントは投資先行段階にあり、価値発現はまだ少ない。今後3〜5年で、出願

した特許群が 価値層に貢献を開始する想定。短期赤字を投資として正当化できます。

第三に、精密機械セグメントは実質均衡。これは「特許投資の効率を上げる余地」または「価値層

の評価精度を 高める余地」のいずれかを示唆します。

第9章：業界別のIP-P&L典型パターン集

業界によって、IP-P&Lの構造は大きく異なります。代表的な業界別の典型パターンを整理します。

9.1 製造業（重工・精密）

コスト層の特徴： - 出願件数が多く、地理的にも広範に展開 - 維持費が累積的に増大 - 係争費用は中

規模

価値層の特徴： - 防衛価値が中心、ライセンス収入は補完的 - 製品単価が高いため、防衛効果の絶対

額が大きい - クロスライセンスが業界慣行

正味貢献の典型：黒字（防衛価値中心）

9.2 製薬・バイオ

コスト層の特徴： - 出願件数は限定的、件あたり投資が極端に大きい - 物質特許＋用途特許＋製造特

許のセット運用 - 臨床試験データに関連する出願コストが大規模

価値層の特徴： - ライセンス収入とロイヤリティが主要 - 防衛価値は単一品目に集中（成功時の超過

収益） - 失敗品目の機会損失が極大

正味貢献の典型：成功品目は超黒字、失敗品目は超赤字（高分散）
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9.3 ソフトウェア・SaaS

コスト層の特徴： - 特許関連コストは相対的に少額 - 商標・著作権関連コストが大きい - 営業秘密・

トレードシークレット管理コストが重要

価値層の特徴： - ブランド価値・顧客リレーション価値が中心 - 特許防衛価値は限定的 - 商標による

独占性が経済価値の主要源泉

正味貢献の典型：黒字（ブランド価値中心）

9.4 食品・飲料

コスト層の特徴： - 特許関連コストは小さい - 商標関連コストが圧倒的に大きい - 営業秘密管理コス

トが重要

価値層の特徴： - ブランド価値が圧倒的中心（70%以上を占めることも） - 営業秘密（レシピ・配

合）による永続的独占 - 特許の経済的寄与は限定的

正味貢献の典型：黒字（ブランド資産による）

9.5 半導体・電子部品

コスト層の特徴： - 出願件数が極端に多い - 技術世代交代が早く、特許の経済価値の陳腐化も早い -

係争が頻発、訴訟リスクが構造的

価値層の特徴： - 特定技術領域での防衛価値が極大 - 標準必須特許（SEP）からのライセンス収入 -

クロスライセンス交渉力の重要性

正味貢献の典型：高分散（領域による）

9.6 自動車・モビリティ

コスト層の特徴： - 多技術領域への分散投資 - グローバル出願の維持費が大規模 - 製造業×技術の複

合性

価値層の特徴： - 多領域の防衛価値が並列 - 戦略的特許開放（ハイブリッド技術等）による業界エコ

システム形成 - クロスライセンスが業界慣行

正味貢献の典型：黒字（分散防衛型）

第10章：社内導入のチェックリスト

IP-P&Lを社内に導入する際の、典型的なチェックリストです。



A E G I S  N O V A  I P  C O N S U L T I N G  ·  I P - P & L  F r a m e w o r k  C o m p l e t e  G u i d e

a e g i s n o v a - i p . c o m41

10.1 導入前フェーズ（3ヶ月）

[ ] 経営層との目的合意：何のために導入するのか

[ ] スコーピング：対象範囲（特許のみか、商標等含むか）

[ ] 粒度設定：個別IP単位か、事業セグメント単位か

[ ] 関連部門との合意：知財、経理、事業、IR、経営企画

[ ] データインフラの現状把握

[ ] 業界ベンチマーク収集

10.2 構築フェーズ（6〜9ヶ月）

[ ] コスト層データ収集体系の確立

[ ] 価値層評価モデルの選定

[ ] 各特許への事業セグメントマッピング

[ ] 業界ベンチマークの取り込み

[ ] 試算1：過去3年データでのバックテスト

[ ] レビュー：経営層・関連部門でのレビュー

[ ] 試算2：修正反映

[ ] 標準フォーマット確定

10.3 運用フェーズ（継続）

[ ] 四半期ごとのデータ更新

[ ] 半期ごとの経営会議報告

[ ] 年次の統合報告書反映

[ ] 年次の方法論レビュー

[ ] 業界ベンチマークの更新

10.4 定着フェーズ（2〜3年目以降）

[ ] 知財部門のKPIへの組み込み

[ ] 中期経営計画策定プロセスへの組み込み

[ ] 取締役会レベルでの議題化

[ ] 投資家対話での活用

[ ] M&Aデューデリジェンスでの活用
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第11章：よくある実装上の論点と対処

論点1：価値層の評価精度をどこまで追求するか

価値層、特に防衛価値の評価は、推定誤差が大きいことが本質的特徴です。

対処：絶対精度を追求するより、継続性を重視します。同じ手法で継続測定し、時系列変化を見ま

す。 複数シナリオでの試算（楽観・中位・悲観）でレンジ提示します。

論点2：技術領域分類の粒度

業界によって最適な技術領域分類が異なります。

対処：自社の事業セグメント分類と、業界の標準的な技術分類（CPC、IPC等）の中間で、独自の分

類を設計します。 通常、10〜20の技術領域に分けるのが実務的に運用しやすいです。

論点3：知財部門の負荷

IP-P&L運用は、知財部門に追加業務負荷を生みます。

対処：データ集計の自動化を進めます。知財管理システムから財務システムへの連携、ダッシュボー

ドでの 可視化、外部ベンチマークデータの自動取り込み等。初期投資は必要ですが、運用フェーズ

の負荷を大幅に下げられます。

論点4：海外データの取得

グローバル企業では、海外子会社の知財データ取得が課題となります。

対処：海外子会社の知財責任者と直接連携する体制を構築します。日本本社の知財部門が、グローバ

ル知財 ガバナンスの中心として機能する設計です。

論点5：機微情報の社内開示範囲

IP-P&Lのデータには、係争情報、ライセンス契約情報等の機微情報が含まれます。

対処：詳細データへのアクセス権限を限定しつつ、サマリー情報は経営会議で共有します。レポート

の種類別に、 配布範囲・開示粒度を設計します。
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第12章：よくある質問（FAQ）

Q1：IP-P&Lの構築には、どの程度のコストがかかりますか

A：企業規模・対象範囲によって大きく異なります。中堅企業（売上数百億円規模、特許保有

1,000〜2,000件 程度）の初期構築では、コンサルティング費用を含めて1,500〜3,000万円程度が一

般的な水準です。継続運用は、 社内体制が整えば年間数百万円規模に収まります。

Q2：構築期間はどの程度ですか

A：標準的には9〜12ヶ月です。短期化を求めると粒度や精度が犠牲になります。

Q3：会計監査の対象になりますか

A：IP-P&Lは社内管理目的の枠組みで、財務諸表とは独立しています。会計監査の対象ではありま

せん。 ただし、統合報告書やIR資料で開示する数値については、適切な裏付けが必要です。

Q4：上場前の企業でも有効ですか

A：はい。むしろ、IPO準備段階の企業にとって、企業価値の説明力強化として大きな意義がありま

す。 ファイナンス調達、IPO審査、IPO後の機関投資家対話で、知財投資の戦略性を定量的に説明す

る基盤となります。

Q5：中小企業に適した簡易版はありますか

A：あります。特許保有数100件以下、売上数十億円規模の中小企業向けには、簡易版IP-P&Lの設計

が可能です。 詳細は別途お問い合わせください。

第13章：参考用語集（抜粋）

Contributory Assets

無形資産評価において、対象資産以外の貢献要因（運転資本、有形固定資産、労働力等）を指す概

念。 Excess Earnings法では、これらへのリターン控除が必要となります。

Freedom to Operate（FTO）

自社の事業活動が、第三者の知的財産権を侵害していないかを確認する分析。M&Aデューデリジェ

ンスや新製品 リリース前に実施されます。
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IP-P&L（知財損益）

Aegis Nova IP Consultingが提唱する、知財活動から生まれるコスト構造と価値構造を、損益計算

書類似の 形式で統合する独自フレームワーク。

MPEEM（Multi-Period Excess Earnings Method）

対象資産が生み出す超過収益を、複数期間にわたって現在価値に割り引く無形資産評価手法。

Relief from Royalty Method

対象資産を保有することで回避される将来ロイヤルティの現在価値を、当該資産の価値とみなす評

価手法。

防衛価値（Defensive Value）

知財ポートフォリオが競合参入を阻止または遅延させることで、自社の売上・粗利を維持する効果

として測定 される経済価値。

ハーフィンダール指数（HHI）

市場集中度の測定指標。各プレイヤーのシェアの2乗和として算出。知財ポートフォリオの技術領域

集中度 分析にも応用されます。

休眠特許

保有されているにもかかわらず、自社事業での実施、第三者へのライセンス供与、係争上の活用の

いずれも 行われていない特許。

本ホワイトペーパーの第1部（第1〜7章）は、Aegis Nova IP Consultingが公開するInsights記事

「IP-P&Lとは何か：知財を、損益計算書の言語で語るための枠組み」の内容を基盤としています。

第2部（第8〜13章）は、実務的な適用と運用のための補足コンテンツです。

両者を併せて、貴社のIP-P&L構築の参考としていただけます。

詳細なご相談、貴社固有の状況に応じたカスタマイズ支援は、Aegis Nova IP Consultingまでお問

い合わせください。

Aegis Nova IP Consulting お問い合わせ：当社ウェブサイトのフォーム経由でご連絡ください。

https://aegisnova-ip.com/contact/
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知財を、経営の言葉へ翻訳する。


